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【論点①】関係

１．全国ベースでの負担のイメージ

全
国
総
額

２．国普通調整交付金の交付イメージ

Ａ
県

Ｂ
県

Ｃ
県

納付金算定における所得係数（納付金算定における所得係数（納付金算定における所得係数（納付金算定における所得係数（ββββ）の設定について）の設定について）の設定について）の設定について

被保険者数に応じた額 所得水準に応じた額

給付費等の７％

都道府県間の
所得水準差を調整

50%

・国普通調整交付金は、都道府県の所得水準差による応能分の凹凸をならす形で交付され
るため、標準のβが原則

（事務局案）
　標準のβを採用

（任意のβを設定した場合の影響）
・標準のβよりも大きな値を設定・・・応能分割合が標準を上回り、所得水準の高い市町の負
担が増加する。（所得水準の低い市町の負担は減少）
・標準のβよりも小さな値を設定・・・応能分割合が標準を下回り、所得水準の高い市町の負
担が減少する。（所得水準の低い市町の負担は増加）

（参考）
　他県の検討状況・・・98％の都道府県が標準の98％の都道府県が標準の98％の都道府県が標準の98％の都道府県が標準のββββを採用を採用を採用を採用する方向で検討（厚労省調べ）

50%

・納付金の「被保険者数に応じた額」と「所得水準に応じた額」の比率は、50：50
・国普通調整交付金は、都道府県間の所得水準の差を調整都道府県間の所得水準の差を調整都道府県間の所得水準の差を調整都道府県間の所得水準の差を調整する役割

納付金総額 国普通調整交付金

・都道府県間の医療費水準が同じであれば、同じ保険料率となるように国普通調整交付金が
交付される。

応益分
50％

応益分
50％

応益分
50％

応能分

応能分

応能分

国普通調整交付金

1 β：

所得水準（高）

所得水準（低）

所得水準（平均）
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所得係数（β）の違いによる１人あたり納付金額の比較
単位（円）

①
ββββ＝標準＝標準＝標準＝標準

②
ββββ＝１＝１＝１＝１

差
②－①

松山市 112,763 112,397 ▲ 366 0.976

今治市 115,280 115,669 389 1.029

宇和島市 108,706 109,716 1,010 1.070

八幡浜市 129,514 132,571 3,057 1.262

新居浜市 114,746 114,141 ▲ 605 0.957

西条市 116,924 117,046 122 1.015

大洲市 118,397 117,974 ▲ 423 0.955

伊予市 116,741 117,283 542 1.044

四国中央市 123,975 124,542 567 1.067

西予市 105,414 104,681 ▲ 733 0.914

東温市 111,877 111,634 ▲ 243 0.978

上島町 134,817 135,215 398 1.054

久万高原町 108,961 106,472 ▲ 2,489 0.792

松前町 118,067 118,621 554 1.056

砥部町 104,142 104,305 163 1.002

内子町 102,777 102,293 ▲ 484 0.921

伊方町 128,274 128,323 49 0.994

鬼北町 105,355 103,471 ▲ 1,884 0.816

松野町 96,330 92,450 ▲ 3,880 0.618

愛南町 104,595 103,688 ▲ 907 0.891

県全体 114,189 114,189 0 1

（※）市町の所得水準は県平均所得を１とした場合の各市町の平均所得の値

所得指数
（※）

市町名
Ｈ29年度（α＝１、激変緩和なし）
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【論点②、③】関係

１．配分方法について

　以下の２～４方式のいずれかで市町ごとの納付金の配分方法を決定する。

２．配分割合について

　国が示す保険料賦課の基準割合

（参考）
 ○県内市町の保険料賦課方式
・２方式・・・なし
・３方式・・・６市町 被保険者数では
・４方式・・・14市町 ほぼ半々

 ○資産割の特徴
・固定資産に対して賦課されるため、景気の動向に影響されず安定的な保険料収入が見込める。

　 ・固定資産以外の資産や市町村外に所有する資産が賦課対象外となり不公平感がある。
・自宅のみ（収入を生まない資産のみ）の高齢世帯（増加傾向）の負担増につながる。
・不動産収入は所得割に算定されるため二重徴収が指摘されている。

 ○他県の検討状況（福井県調べ）
・２方式・・・６県
・３方式・・・２９県３方式・・・２９県３方式・・・２９県３方式・・・２９県
・４方式・・・１県
・未定・・・11県

応
益

均等割
（人数割）

50% 35% 35%

平等割
（世帯割）

15% 15%

４方式

応
能

所得割 50% 50% 40%

資産割 10%

配分方法 ２方式 ３方式

納付金の配分方法及び配分割合について納付金の配分方法及び配分割合について納付金の配分方法及び配分割合について納付金の配分方法及び配分割合について

○

３方式 ４方式

応
能

応
益

所得割

資産割

均等割
（人数割）

平等割
（世帯割）

○

２方式

○

○ ○

配分方法

○

○

○○

県内市町の保険

料賦課方式は４方

式が多数ではある

が、資産割には問

題点が指摘されて

いる。

（事務局案）

・３方式を採用

・配分割合

国が示している

保険料の賦課

基準割合を採用
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【論点④】関係

αの違いによる１人当たり納付金額の比較 単位（円）

①
αααα＝１＝１＝１＝１

β＝標準

②
αααα＝０＝０＝０＝０

β＝標準

差
②－①

松山市 112,763 112,066 ▲ 697 1.068

今治市 115,280 117,384 2,104 1.034

宇和島市 108,706 119,396 10,690 0.931

八幡浜市 129,514 131,318 1,804 1.040

新居浜市 114,746 111,424 ▲ 3,322 1.101

西条市 116,924 113,640 ▲ 3,284 1.100

大洲市 118,397 115,435 ▲ 2,962 1.097

伊予市 116,741 111,258 ▲ 5,483 1.126

四国中央市 123,975 116,768 ▲ 7,207 1.146

西予市 105,414 108,999 3,585 1.013

東温市 111,877 109,002 ▲ 2,875 1.096

上島町 134,817 127,416 ▲ 7,401 1.150

久万高原町 108,961 96,682 ▲ 12,279 1.226

松前町 118,067 119,522 1,455 1.042

砥部町 104,142 112,599 8,457 0.953

内子町 102,777 108,251 5,474 0.990

伊方町 128,274 120,406 ▲ 7,868 1.158

鬼北町 105,355 107,253 1,898 1.034

松野町 96,330 96,494 164 1.057

愛南町 104,595 112,007 7,412 0.964

県全体 114,189 114,189 0 1.066

市町名

Ｈ29年度（激変緩和なし）
年齢調整後
医療費水準

医療費指数反映係数（医療費指数反映係数（医療費指数反映係数（医療費指数反映係数（αααα）の設定について）の設定について）の設定について）の設定について

現状は市町ごとの医療費見込みに応じた保険料設定を行っているため、市

町の医療費水準が原則反映されている。（α＝１の状態）

医療費水準を反映しない納付金算定を行った場合（α＝０の場合）、

・市町の医療費適正化インセンティブが低下

・被保険者の保険料負担が急増する市町の発生

などの問題点がある。

（事務局案）

α＝１を採用

4



【論点⑤】関係

※今回の試算では250億円分の都道府県配分額を国が提示（愛媛県:約2．8億円）

県の公費負担（給付費の9％相当）の一部を激変緩和に活用

※激変緩和に活用した分、繰入金本来の使途が減少

②による激変緩和を行った場合、激変緩和用特例基金を活用して繰入金減少分を補填

※全国で３００億円規模の積立を予定（平成35年度までの時限措置）

市町ごとの納付金を算定する際に、α・βを調整して激変が生じにくい算定を実施

※激変緩和の対象となる市町※激変緩和の対象となる市町※激変緩和の対象となる市町※激変緩和の対象となる市町

・今回の29年度試算では一定割合を１年当たり２％に設定

・３０年度分の一定割合の設定については、仮算定の結果を踏まえて検討

県は、医療費の自然増等を考慮した一定割合を定め、市町ごとに平成28年度と平成
30年度の１人当たり保険料額の丈比べを行い、一定割合を超えて保険料が増加する市
町に対し、激変緩和措置を実施する。（今回の試算は27年度と29年度での丈比べ）

保険料の激変緩和措置について保険料の激変緩和措置について保険料の激変緩和措置について保険料の激変緩和措置について

　④納付金算定時の調整　④納付金算定時の調整　④納付金算定時の調整　④納付金算定時の調整

　①国の激変緩和財源の活用　①国の激変緩和財源の活用　①国の激変緩和財源の活用　①国の激変緩和財源の活用

　②県繰入金の活用　②県繰入金の活用　②県繰入金の活用　②県繰入金の活用

　③財政安定化基金の活用　③財政安定化基金の活用　③財政安定化基金の活用　③財政安定化基金の活用

平成30年度から投入される1,700億円の追加公費のうち300億円を激変緩和財源と
して確保

平成30年度においては、追加公費が投入（1,700億円）されるため、平成29

年度から平成30年度にかけての保険料の伸びは抑制・軽減されることとなる。

ただし、これまでは、市町村の医療費や前期高齢者割合などに応じ、市町個別

に交付されていた公費等が、平成30年度以降、財政運営の仕組みが変わる（納付財政運営の仕組みが変わる（納付財政運営の仕組みが変わる（納付財政運営の仕組みが変わる（納付

金方式の導入等）ことで、一部の市町で公費等の収入が減少し、保険料負担が増金方式の導入等）ことで、一部の市町で公費等の収入が減少し、保険料負担が増金方式の導入等）ことで、一部の市町で公費等の収入が減少し、保険料負担が増金方式の導入等）ことで、一部の市町で公費等の収入が減少し、保険料負担が増

加する可能性加する可能性加する可能性加する可能性がある。

このため、制度改革によって被保険者の保険料負担が急増することがないよう、

以下のとおり重層的な激変緩和措置を実施以下のとおり重層的な激変緩和措置を実施以下のとおり重層的な激変緩和措置を実施以下のとおり重層的な激変緩和措置を実施
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29年度 変動額 伸び率(※1) 29年度 変動額 伸び率(※2)

（円） （円） （円） （％） （円） （円） （％）

① ② ②-① ② ②-①

1 松山市 92,980 88,098 ▲ 4,882 ▲ 2.59 87,707 ▲ 5,273 ▲ 2.80

2 今治市 97,272 91,936 ▲ 5,336 ▲ 2.71 91,549 ▲ 5,723 ▲ 2.90

3 宇和島市 98,356 88,152 ▲ 10,204 ▲ 5.06 87,800 ▲ 10,556 ▲ 5.23

4 八幡浜市 113,370 107,039 ▲ 6,331 ▲ 2.75 106,612 ▲ 6,758 ▲ 2.94

5 新居浜市 92,290 95,117 2,827 1.52 94,712 2,422 1.30

6 西条市 95,287 94,785 ▲ 502 ▲ 0.26 94,378 ▲ 909 ▲ 0.48

7 大洲市 96,929 92,655 ▲ 4,274 ▲ 2.18 92,260 ▲ 4,669 ▲ 2.38

8 伊予市 93,474 94,744 1,270 0.68 94,321 847 0.45

9 四国中央市 102,856 101,719 ▲ 1,137 ▲ 0.55 101,283 ▲ 1,573 ▲ 0.76

10 西予市 76,141 84,430 8,289 5.30 78,861 2,720 1.77

11 東温市 102,513 89,740 ▲ 12,773 ▲ 6.05 89,341 ▲ 13,172 ▲ 6.23

12 上島町 85,308 117,431 32,123 17.33 88,323 3,015 1.75

13 久万高原町 89,462 86,621 ▲ 2,841 ▲ 1.58 86,207 ▲ 3,255 ▲ 1.80

14 松前町 88,915 96,555 7,640 4.21 92,119 3,204 1.79

15 砥部町 89,936 85,635 ▲ 4,301 ▲ 2.36 85,290 ▲ 4,646 ▲ 2.55

16 内子町 102,751 83,612 ▲ 19,139 ▲ 8.92 83,256 ▲ 19,495 ▲ 9.07

17 伊方町 111,712 104,523 ▲ 7,189 ▲ 3.17 104,098 ▲ 7,614 ▲ 3.35

18 鬼北町 106,272 84,480 ▲ 21,792 ▲ 9.78 84,133 ▲ 22,139 ▲ 9.92

19 松野町 65,424 72,998 7,574 5.63 67,743 2,319 1.76

20 愛南町 96,946 84,739 ▲ 12,207 ▲ 6.11 84,398 ▲ 12,548 ▲ 6.27

95,262 91,443 ▲ 3,819 ▲ 1.98 90,604 ▲ 4,658 ▲ 2.42

※１：伸び率
　27年度から29年度の２ヶ年の伸び率の平方根をとり、単年度の伸び率に補正。一定割合（２％）を超える市町が激変緩和措置の対象
となる。

※２：
　暫定措置分（公費）の余剰分（激変緩和対象に充当後余った額）については、県全体の納付金算定段階で減算するため、激変緩和
対象市町以外の保険料額も減少する。

激変緩和措置による1人あたり保険料額の変化　（医療・後期・介護計）

愛媛県

市　町

激変緩和措置なし 激変緩和措置（一定割合２％）
27年度
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【参考資料】

（円）

医療費水準
による影響分

所得水準
による影響分

1 松山市 12,463 ▲ 22,634 8,286 226 ▲ 1,303 688 ▲ 1,991 2,566 ▲ 4,246 ▲ 4,642 ▲ 4,642

2 今治市 11,182 ▲ 14,438 1,782 ▲ 1,320 ▲ 115 ▲ 2,068 1,953 ▲ 561 ▲ 2,750 ▲ 6,220 ▲ 6,220

3 宇和島市 60,221 ▲ 47,576 ▲ 4,142 ▲ 5,251 ▲ 5,163 ▲ 10,507 5,344 ▲ 2,291 ▲ 6,882 ▲ 11,084 ▲ 11,084

4 八幡浜市 13,936 ▲ 25,799 5,690 ▲ 8,215 15,470 ▲ 1,770 17,240 ▲ 1,869 ▲ 3,179 ▲ 3,966 ▲ 3,966

5 新居浜市 ▲ 18,182 11,257 4,766 2,985 729 3,259 ▲ 2,530 4,537 ▲ 5,967 125 125

6 西条市 ▲ 6,486 ▲ 6,204 8,180 2,026 3,743 3,254 489 2,821 ▲ 5,010 ▲ 930 ▲ 930

7 大洲市 ▲ 532 ▲ 11,816 5,427 3,721 1,013 2,942 ▲ 1,929 1,574 ▲ 1,363 ▲ 1,976 ▲ 1,976

8 伊予市 ▲ 41,839 7,328 22,966 4,087 6,552 5,391 1,161 7,776 ▲ 6,989 ▲ 119 ▲ 119

9 四国中央市 ▲ 46,539 32,568 3,286 ▲ 8,356 11,130 7,146 3,984 3,726 ▲ 3,260 ▲ 7,445 ▲ 7,445

10 西予市 11,570 3,345 ▲ 1,593 3,913 ▲ 7,962 ▲ 3,586 ▲ 4,376 ▲ 1,886 ▲ 6,717 670 670

11 東温市 ▲ 8,188 ▲ 2,885 1,550 189 1,098 2,858 ▲ 1,760 3,276 ▲ 8,653 ▲ 13,613 ▲ 13,613

12 上島町 ▲ 87,833 74,426 15,119 9,716 9,612 7,401 2,211 5,439 9,762 36,241 36,241

13 久万高原町 ▲ 52,735 18,354 16,178 13,148 1,273 12,252 ▲ 10,979 8,155 ▲ 7,261 ▲ 2,888 ▲ 2,888

14 松前町 ▲ 6,655 19,710 4,625 ▲ 5,578 ▲ 103 ▲ 1,453 1,350 ▲ 1,417 ▲ 529 10,053 10,053

15 砥部町 34,538 ▲ 9,849 ▲ 4,615 ▲ 5,727 ▲ 9,317 ▲ 8,472 ▲ 845 ▲ 2,638 ▲ 7,310 ▲ 4,918 ▲ 4,918

16 内子町 20,098 ▲ 23,059 1,620 750 ▲ 10,041 ▲ 5,316 ▲ 4,725 ▲ 934 ▲ 9,194 ▲ 20,760 ▲ 20,760

17 伊方町 ▲ 24,044 ▲ 14,908 9,619 5,437 6,408 7,749 ▲ 1,341 6,174 2,167 ▲ 9,147 ▲ 9,147

18 鬼北町 ▲ 3,931 ▲ 5,911 ▲ 1,857 ▲ 895 ▲ 11,335 ▲ 1,923 ▲ 9,412 3,772 ▲ 3,545 ▲ 23,702 ▲ 23,702

19 松野町 ▲ 24,037 6,460 12,067 21,019 ▲ 21,118 ▲ 167 ▲ 20,951 10,625 1,478 6,494 6,494

20 愛南町 37,692 ▲ 33,577 ▲ 4,182 2,642 ▲ 12,833 ▲ 7,289 ▲ 5,544 184 ▲ 5,650 ▲ 15,724 ▲ 15,724

5,502 ▲ 12,282 5,127 ▲ 327 - - - 1,737 ▲ 4,473 ▲ 4,716 ▲ 4,716

※医療分については、医療費水準及び所得水準それぞれの影響の規模感を把握するために一定の条件の基で算出した額。

愛媛県

変動額の要因分析
《全体分・ｄベース・激変緩和措置なし》

市町
変動額

（全体分）
29ｄ-27ｄ

算定方法の変更（主なもの）

影響の内訳（※） 共同事業の廃
止

各変動要因による影響額

納付金の配分（C→ｃ）

保険給付費等 前期交付金 国定率 国普調
その他 合計
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